
資産形成に関する国内消費者調査

資産形成への取り組みと関心度

物価高騰がもたらす資産形成への影響

資産形成のための拠出額と費やす時間

月3万円未満 月平均30分未満

49% 48%

高い心の知能指数を持っている

信頼に値する有資格者である

資産運用の計画立案において
感情を適切にコントロールできる

友人・家族・同僚よりも
信頼できる存在である

（エモーショナル・インテリジェンス）

影響はない

生活スタイルの見直し

予算管理と節約

資産保護策の構築

貯金額を減らす

資産形成にあてる
月額を減らす

65%

59%

MDRT米国本部  2024 消費者調査

51% 48%

22% 18%

12%

7%

22%

18%

12%

12%

19%

27%

金融専門家への期待

35%

35%

80%

74%

特にない

新NISA

（インデックスファンド、ETFを含む）

株式

投資信託

現在の取り組み 最も関心が高い取り組み

国内在住22～79歳の2,000名

2024年4月19日(金)～22日(月) 株式会社ネオマーケティング

調査対象 オンライン調査方法

調査期間 調査会社


